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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 幸福は2400年前から議論が続いている哲学的には古典的なテーマであるが、科学的な研究は比較
的最近始まったという意味で現代的なテーマである。主観的幸福感(Subjective Well-Being: SWB)
とは個人が経験するポジティブ・ネガティブな感情、幸福感、生活満足度の程度についての評価を
指し、心理学、経済学、社会学など様々な学問分野で学際的な広がりをもって研究が行われ、多様
なSWBの予測変数が検証されてきた。SWBの程度は人間の生活を取り巻く様々な構成要素の帰結
と考えられるため、SWBは人々の生活の質を包括的に代表しうる有望な指標である。そして、予測
変数がどのようにSWBの変動に関連しているかがわかれば、SWBを向上させるために個人、組織、
社会制度といった異なるレベルで何をどのように改めるべきかの手掛かりを得ることができる。 
SWBは個人の自助努力によって向上させることが可能な側面もあるが、限界があるだろう。その意
味でソーシャル・サポートという視点を組み込むことが重要である。政府の介入は強力ではあるが、
市民の多様なニーズに応えるには限界がある（政府の失敗理論）。企業は多様なサービスを提供す
ることが可能であるが、企業活動は採算性に制約され、消費行動は保有する経済力に制約されるた
め必ずしもニーズは満たされない。他方、NPOは市民の多様なニーズに対応する多様な活動ドメイ
ンで区分されているとともに、採算性ベースではなくミッションベースで市民ニーズを満たす行動
原理に従うものとされる。このようなことからNPOには市民の満たされていないニーズを解消し
SWBを向上させることが期待されている。また、既存のNPO研究にもNPOの数が増えれば社会に
とって良い影響があるという仮定を置くものがある。しかしながら、このような期待や仮定が現実
に適合しているかについて実証的な証拠はまだあまり示されていない。 
【研究目的】 
本研究はSWBの変動に対する個人レベル、地域レベルでの予測変数の効果を日本と米国という異なる
国の間で相対化しながら明らかにすることを目指している。言い換えれば、SWBとその予測変数との
関連を個人間、国内地域間、国家間という異なる視座で統合的にとらえるミクロ・マクロリンケー
ジの試みである。著者はSWBという物差しを通じて潜在化している市民ニーズの満たされていない程
度を近似的に数量化し、ボトムアップ型のサポート機能が期待される非営利組織のパフォーマンス
をサービスの主な受益者と想定される市民の視点から評価できると提案する。 
【研究方法】 
上記目的を達成するため、これら2ヵ国の国民を代表するデータセットを用いてベイズデータ解析
(BDA)を実行した。BDAは結果の直感的な解釈やシミュレーションに基づく発展的分析が可能である
こと、柔軟なモデル拡張性など従来的な統計分析の枠組みよりも望ましい性質を持っている。また、
最終的にはマルチレベル分析によってミクロ・マクロリンケージの観点を統計モデルに反映した。 
【結果】 
＜日本：個人レベル＞ 
本研究では順序ロジットモデルによる推定から、日本における失業のSWBに対する効果は平均的には
負であるものの、ベイズ信頼区間が正の区間を大きく含むため効果があると明確に結論付けること
ができなかった。一方で、非正規労働者のSWBはベイズ信頼区間が負の区間だけを含んでいた。女性、
高学歴、低健康不安、結婚者・離婚者はそれぞれ男性、低学歴、高健康不安、独身者よりSWBが高い
傾向があった。子供の有無とSWBには関連はなかった。年間世帯所得については、1400万円より低い
世帯では年間世帯所得の上昇と連動してSWBも上昇する傾向があったが、これより高い世帯ではSWB
は横ばいあるいは低下傾向を示した。 
＜米国：個人レベル＞ 
日本での結果と異なり、米国では失業がSWBに対して明確に負の効果を持っていた。低健康不安、子
供がいる人はそれぞれ高健康不安、子供がいない人よりSWBが高い傾向があった。学歴、年間世帯所
得によるSWBの明確な差異は見られなかった。 
＜日本：地域レベル＞ 
県別にサンプルのSWB平均値をとり、さらに2004-2013でその平均をとり日本でのSWBの地域分布とし
てマッピングしたところ、SWBの高い地域は京浜、阪神、北九州といった大都市を含む地域に集中す
る傾向があった。次に、応答変数を県別のSWB平均値、予測変数をすべての活動ドメインにおける特
定非営利活動法人の人口10万人当たり数、統制変数を地域特性とした重回帰分析を行ったところ、
特定非営利活動法人数の回帰係数のベイズ信頼区間は正の区間だけを含んでいた。犯罪率、若年者
率は平均的に正、高齢者率、経済格差は負の回帰係数を推定したがベイズ信頼区間に反対の符号の
区間を含むため明確な関連を結論付けることはできなかった。最後に、応答変数を個人のSWBレベル
としたマルチレベル順序ロジットモデルにより、失業の回帰係数に対する地域変数の影響度を調べ
た。平均的に、職業訓練と雇用の活動ドメインに当てはまる特定非営利活動法人の人口10万人当た
り数、失業率、若年者率、そして経済格差は正、犯罪率と高齢者率は負の効果があるがベイズ信頼
区間が反対の符号の区間を含むため、効果があると明確に結論付けられなかった。 
＜米国：地域レベル＞ 
州別にサンプルのSWB平均値をとり、さらに2005-2011でその平均をとり米国でのSWBの地域分布とし
てマッピングしたところ、日本での結果と異なりSWBの高い地域はニューヨークやロサンゼルスとい
った大都市を含む州と必ずしも対応していなかった。次に、応答変数を県別のSWB平均値、予測変数
をNTEE-codeという分類システムのすべての活動ドメインにおけるパブリック・チャリティ
（X-Religion-RelatedとY-Mutual&Membership Benefitを除く）の人口10万人当たり数、統制変数を
地域特性とした重回帰分析を行ったところ、失業率、若年者率、そして高齢者率は平均的に正、パ
ブリック・チャリティ数と犯罪率は負の回帰係数を推定したがベイズ信頼区間に反対の符号の区間
を含むため明確な関連を結論付けることはできなかった。最後に、応答変数を個人のSWBレベルとし
たマルチレベル順序ロジットモデルにより、失業の回帰係数に対する地域変数の影響度を調べた。
平均的に、雇用の活動ドメインに当てはまるパブリック・チャリティの人口10万人当たり数と犯罪
率と高齢者率は正、失業率と若年者率は若干負の効果があるがベイズ信頼区間が反対の符号の区間
を含むため、効果があると明確に結論付けられなかった。 
【結論】 
他国での既存研究において失業はSWBに対して負の効果を持っており、適応も遅いことが知られてい
る。米国の結果はこの知見と一貫していたが、日本では失業のSWBへの効果は決定的ではない。日本
での結果に鑑みると米国では失業のSWBに対する負の効果は小さいものと予想された。既存研究によ
ると失業は所得をコントロールしても負の効果があることから、失業に伴う所得の減少というより
も心理的コストの増大によってSWBに悪影響を与えるとされる。また、労働に関する社会規範の強い
地域ではそうでない地域よりも失業者のSWBは低い傾向があることを報告した研究がある。これは社
会規範の程度が失業者の心理的コストを増大させるような人間関係に基づくインフォーマルな制裁
の程度と関連することを示唆している。さらに、文化心理学の知見はアメリカ人が自己と他者を切
り分ける独立的自己観に基づいており、それに対し日本人は自己と他者の相互関係を重んじる相互
依存的自己観に基づいていることを伝えている。したがって、他者と自己を切り離すアメリカ人の
ほうが他者との相互依存に影響される日本人よりも失業時の心理的コストが少ないと予想した。し
かし、分析結果はこの推論と異なっている。その理由としては独立的自己観を有する多くのアメリ
カ人にとって仕事を持っているということが独立性の源泉であり、失業は個人の独立性を奪うとい
う観点からやはり重大な状況として認識されているのだろう。 
逆に日本では失業者ではなく非正規労働者のSWBが低いという結果が出た。これまで日本では非正規
労働についての規制緩和により急激に非正規労働者が増えてきた。非正規労働者は正規労働者より
も賃金が安い、技能の習得機会が乏しいなど不利な点がある。非正規労働者が正規労働者になりた
いという意思を持つとき、そのような状況下で相対的剥奪感が生まれていることがこの低いSWBの一
因かもしれない。また、米国と異なり日本の失業者は失業への適応が弱いという結果は出なかった。
しかし、この結果は肯定的に受け止められるものなのだろうか？もし、失業者のうち仕事に就く意
欲そのものを喪失している人がいるとしたら、（そのために、SWBが悪化しないとすると）それに適
したサポートが必要とされていることをこの結果は示唆している可能性がある。また、失業者だけ
でなく非正規労働者に対する技能向上や正規雇用を増やすための起業支援サポートなども検討する
必要があるかもしれない。 
所得については、米国ではあまり差がなかったが、日本では年間世帯所得1400万円までは所得の増
加とともにSWBが上昇する。このことから低中所得層の所得増加につながる政策は日本においてSWB
を増加させるという観点で有効なようである。また教育面では、米国は教育レベルによるSWBの格差
が小さいのに対し、日本では大きい。日本社会でいまだに支配的な学歴偏重主義や社会経済的安定
を求めて大企業・官公庁に志望者が殺到する就職活動の状況などはその象徴と言えるかもしれない。
健康不安の程度は日米ともに幸福感を左右する重要な要因と言える。婚姻関係については日本では
独身者と比べ結婚者・離婚者は幸福感が高い。日本において離婚は望ましくない関係を終わらせる
という意味で少なくとも離婚者にとって肯定的にとらえられているようだ。この結果は日本におい
て晩婚化が進行していることから結婚するカップルにミスマッチが生じやすくなっていることを示
唆しているのかもしれない。子供の有無は日本ではアメリカと異なりそれほどSWBと関連していない。
女性の社会進出が進んでいることも踏まえれば、仕事と子供が生まれたことによって増大する家事
負担の両立について制度面の整備が働き手のニーズに追い付いていないなどほかの問題も絡んでい
る可能性があるだろう。これらの点は市民のSWBを向上させる観点からNPOのような事業体により深
く関与する余地があると考えられる。 
地域レベルの予測変数として投入した特定非営利活動法人の人口 10万人当たり数は地域を代表す
る SWB（各県の母集団平均推定値）と明確な正の関連があった。パブリック・チャリティに同様の
関連は認められなかった。また、失業ダミーの回帰係数に対しても特定非営利活動法人またはパブ
リック・チャリティの人口 10万人当たり数は明確な関連を示していないことからパブリック・チャ
リティが増えても現状では市民の SWB向上に寄与できていないこと、また日米とも雇用や職業訓練
を活動ドメインとする特定非営利活動法人とパブリック・チャリティが増えても失業者の SWB向上
に寄与できていないようである。このことは、従来の NPO研究が置いてきた NPOの数が増えれば社
会の状況が改善されるという見込みが現実と必ずしも適合しておらず、これからの研究では市民ニ
ーズがどれくらい満たされているのかという観点から NPOに対する評価の視点を見直すことが必要
であることを示唆している。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、主観的幸福感(Subjective Well-Being: SWB) とその予測変数との関連を個人・
地域・国家間というミクロとマクロの視点から統合することを目的としている。ベイズデータ
解析を用い、日米において、1)異なるライフイベントや個人属性ごとのSWB水準、2)異なる地
域属性（特に社会的サポート提供者としてのNPO数）ごとのSWB水準を明らかにし、3)日米比較
を行なった。 
これまでに、SWB の先行研究は、経済学、社会学、心理学など学際的な広がりをもって行われ、
多様な SWB の予測変数が検証されてきた。本論文は、SWB の向上にソーシャル・サポートの視点を
組み込み、政府の失敗・市場の失敗理論等をふまえ、ミッションベースで市民ニーズを満たす行動
原理をもつ NPOに着目したことに独自性がある。 
 研究方法としては、日米の国民を代表するデータセットを用いてベイズデータ解析(BDA)を実行し
た。BDA を用いたのは、結果の直感的な解釈やシミュレーションに基づく発展的分析が可能である
ことと、柔軟なモデル拡張性など従来的な統計分析の枠組みよりも望ましい性質を持っているとい
う理由からである。また、マルチレベル分析によってミクロ・マクロ・リンケージの観点を統計モ
デルに反映させた。 
本論文は 6章で構成されている。第 1章で研究概要を述べ、第 2章から第 5章において、日米の
個人・地域レベルにおける SWBと予測変数との関連の分析結果を詳述し、6章で結論を述べている。 
 第 2章では、日本の個人レベルにおいて、個人の SWBにライフイベントがおよぼす効果を分析し
た。順序ロジット計量経済モデルによる推定から、失業の SWBに対する効果は平均的には負である
ものの、ベイズ信頼区間が正の区間を大きく含むため効果があると明確に結論付けることができな
かった。一方で、非正規労働者の SWBはベイズ信頼区間が負の区間だけを含んでいた。女性、高学
歴、低健康不安、結婚者・離婚者はそれぞれ男性、低学歴、高健康不安、独身者より SWBが高い傾
向があった。子供の有無と SWBには関連はなかった。年間世帯所得については、1400万円より低い
世帯では年間世帯所得の上昇と連動してSWBも上昇する傾向があったが、これより高い世帯ではSWB
は横ばいあるいは低下傾向を示した。 
 第 3章では、米国の個人レベルを分析した結果、失業が SWBに対して明確に負の効果を持ってい
た。低健康不安、子供がいる人はそれぞれ高健康不安、子供がいない人より SWBが高い傾向があっ
た。学歴、年間世帯所得による SWBの明確な差異は見られなかった。 
 第 4章・第 5章は、日米の地域レベルの分析結果である。都道府県、州レベルの地域分析、重回
帰分析、マルチレベル順序ロジット計量経済モデルを行なった。その結果、SWB の高い地域は日本
では大都市を含む地域に集中するが、米国では大都市を含む州と必ずしも対応していなかった。日
本においては、NPO 法人数の回帰係数のベイズ信頼区間は正の区間だけを含んでいた。犯罪率、若
年者率は平均的に正、高齢者率、経済格差は負の回帰係数を推定したが、ベイズ信頼区間に反対の
符号の区間を含むため明確な関連を結論付けることはできなかった。さらに、職業訓練と雇用の活
動を行なう NPO法人数、失業率、若年者率、経済格差は正、犯罪率と高齢者率は負の効果があるが、
ベイズ信頼区間が反対の符号の区間を含むため、効果があると明確に結論付けられなかった。一方
米国においては、失業率、若年者率、高齢者率は平均的に正、NPO 数と犯罪率は負の回帰係数を推
定したがベイズ信頼区間に反対の符号の区間を含むため明確な関連を結論付けることはできなかっ
た。また、雇用関連 NPO数と犯罪率と高齢者率は正、失業率と若年者率は若干負の効果があるがベ
イズ信頼区間が反対の符号の区間を含むため、効果があると明確に結論付けられなかった。 
 6章の結論では、これまでの分析結果をふまえ、日米比較を行い、示唆を導出している。 
日本では、米国と異なり、失業の SWBへの効果は決定的ではないことや、非正規労働者の SWBが
低いという結果が出た。相対的剥奪感、仕事に就く意欲喪失等の観点から、それに適したサポート
や、非正規労働者に対する技能向上や正規雇用を増やすための起業支援サポートの必要性を示唆し
た。所得については、日本において SWBを増加させるという観点で、低中所得層の所得増加につな
がる政策を示唆した。 
教育面では、米国は教育レベルによる SWBの格差が小さいのに対し、日本では大きい。健康不安
の程度は日米ともに幸福感を左右する重要な要因である。また、日本では独身者と比べ結婚者・離
婚者は幸福感が高い。子供の有無は米国と異なり日本ではそれほど SWBと関連していない。これら
の結果をふまえて、市民の SWB を向上させる観点から、NPO のような事業体により深く関与する余
地が提示された。しかし、日米とも雇用や職業訓練を行なう NPOが増えても失業者の SWB向上に寄
与できていないようである。したがって、NPO 数が増えれば社会の状況が改善されるという既存研
究の見込みが現実と必ずしも適合しておらず、市民ニーズがどれくらい満たされているのかという
観点から NPOに対する評価の視点を見直すことが今後の課題として挙げられた。 
 本研究の学術的な意義は、SWB の既存研究ではまだ少ない、ミクロ・マクロ・リンケージの観点
を表明し、異なるデータや分析モデルを用いて実証研究を行なった点にある。具体的には、ミクロ
レベルでの結果が市民ニーズに適しているか、また、どのような社会的サポートがそのニーズに適
しているのか示唆を導出した。さらに、マクロレベルでの結果が組織や政府のどのような方針が市
民生活の質向上に効果的なのかを探った。本研究では、この異なるレベルにおけるマッチングに着
眼し、日米間の比較も含めることで、SWB研究でのニーズと社会的サポート のマッチングにおいて、
人口構成や文化のような構造的差異についても再考する重要性を示唆した。実践的な意義としては、
SWBは、潜在的な市民ニーズとその相対的な重みづけを把握できる点で、NPOのための分析枠組みや
政策策定への応用可能性が示唆された。本研究は、NPO 評価が市民ニーズの満たされている（いな
い）程度という観点からなされること、また、それに先んじて市民ニーズ を多面的に把握すること
の重要性を強調している。この視点は社会的サポートを伴う政策策定（子育て、健康増進の支援な
ど）にも応用可能な分析枠組みになり得るだろう。 
 以上の通り、本論文は、主観的幸福感に関して、学際的な先行研究を丹念にレビューし、市民ニーズ、
社会的サポート、NPO という視点を組み込み、ベイズデータ解析を行ない、幸福研究・NPO 論において
新たな知見・示唆を導出しており、高く評価する。 
よって、本論文は博士（経済学）の学位を授与するに値すると判断した。 
 
